
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

392.28市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 414.78 420,619 392.79 425,105 427,501 537.13 429,317

0 0 0

0 0 0 0

148,803

0 0 0 0

-747

-747 -1,565 -1,589 13,432

152,298 197,732

-1,565 -1,589 13,432

0 0 0 0

7,395 10,120

0

157,384 159,693 207,852

16.52 0.00 21.57 0.00職員数 （常勤｜非常勤） 18.35 0.00 17.14 0.00

①職員給与合計（常勤） 154,142

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤）

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

8,151 8,581

平成30年度

支
出

174,466 166,977 167,698 230,598

175,213 168,542 169,287 217,166

事業費（支出済額－②報酬合計） 12,920 11,158 9,594 9,314

償還金利子 0 0 0 0

人件費合計（①＋②＋③） 162,293

一般財源 8,822　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料 正規職員等 21.57

9,314 国庫支出金

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （広告料収入） 492　千円 合計 21.57

村岡子どもランド事業

□

再任用短時・任期付短時職員 0.00

■

9,314 委託料 450　千円 村岡子どもランド事業

千円 負担金補助及び交付金 35　千円 地域活動支援補助

7,878　千円
歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

その他 650　千円 報償費，旅費，使用料及び賃借料，備品購入費

まちづくり推進協議会視察研修負担金（遠藤）

消耗品

役務費 301　千円 草刈り，地区集会

■

■ 委　託　先 村岡子どもランド実行委員会

委託等内容

事業の性質 任意自治事務

細目 001 説明 01 課等の長 宮原　伸一 電話 2511

事業開始年度 平成 25 年度 終了（予定）年度 未定

事業概要

地域の特性を生かした郷土愛あふれるまちづくりを推進するため，市民センター・公民館を拠点として市内13地区に設
置した郷土づくり推進会議を運営する。

対象 １．個人 市民

負 担 金

429,317 人

根拠法令等 その他（要綱等） 藤沢市郷土づくり推進会議設置要綱，地区郷土づくり推進会議運営要領

事業実施内容

・地区全体集会の開催（１２回開催,参加者数５１９人）※全地区集計
・地域まちづくり事業の企画及び実施
・市への提言，要望等

年度

02 項 01 目01 款

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 郷土づくり推進会議関係費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 12
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

無 有 1 1

2
藤沢市地域まちづくり事業補助金交付要綱の
改正等に関すること 無 有 1 1

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

人

実
績

486
単位

444,312.14
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

評
価

地域の特性を捉えた地域まちづくり事業を実施しており，地域の活性化に貢献した。

今
後
の
方
針

　現状維持
地域の特性を捉えた地域まちづくり事業の実施並びに地域活動を生きがいとする担い手の発掘という本来のあり方に
立ち返り，多くの地区で課題となっていることを市政課題に位置づけるため，提案，意見要望の提出，施策提言を推
進する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

1
郷土づくり推進会議設置要綱の改正等に関す
ること

単位
519

単位

人 人 人

単位
650

人

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

地区間での横断的連携を深めるため，交流会の実施を検討するとともに，提案，意見要望の提出，施
策提言に向けた取組を行う。

358,983.54 310,366.17 291,648.70

639

(1)
平成30年度末時

点の課題

地域まちづくり事業と市が実施する事業との整理。

成
果
実
績

指
標
名

地区全体集会住民参加者数

目
標

538
単位

575

600
単位 単位

650
単位

人 人 人
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

19.66市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 38.20 420,619 20.46 425,105 427,501 23.78 429,317

0 0 0

0 0 0 0

7,736

0 0 0 0

2,893

2,893 -27 -214 360

7,836 9,167

-27 -214 360

0 0 0 0

380 469

0

8,199 8,216 9,636

0.85 0.00 1.00 0.00職員数 （常勤｜非常勤） 1.65 0.00 0.85 0.00

①職員給与合計（常勤） 12,199

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤）

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

431 463

平成30年度

支
出

16,066 8,699 8,403 10,209

13,173 8,726 8,617 9,849

事業費（支出済額－②報酬合計） 543 527 401 213

償還金利子 0 0 0 0

人件費合計（①＋②＋③） 12,630

一般財源 213　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料 正規職員等 1.00

213 国庫支出金

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 1.00

□

再任用短時・任期付短時職員 0.00

□

213
千円

20　千円
歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

普通旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

普通旅費

需用費 193　千円 課事務用品（共通物品，コピー用紙等）

■

□

事業の性質 任意自治事務

細目 001 説明 01 課等の長 宮原　伸一 電話 2511

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度 未定

事業概要

部内の総合調整・課の事務に要する経費

対象 １．個人 市民 429,317 人

根拠法令等

事業実施内容

普通旅費，課事務用品の購入

年度

02 項 01 目01 款

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 調整事務費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 13
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

3 3

13 地域市民の家維持管理に関すること 有 有 3 1

14 市民まつりの支援に関すること 有 有

無 無 1

無 2 1

11 認可地縁団体の印鑑登録事務に関すること 無 無 1 1

7 自治会長のつどいの実施に関すること 無 無 3 2

9 市民組織役員（変更）届事務に関すること 無 無 1 3

10 地縁による団体の認可事務に関すること 無

12
地域コミュニティ拠点施設整備費補助事務に関
すること 無 有 1

8 コミュニティ助成事業の実施に関すること

5 市民憲章の推進に関すること 無 無 3 3

6 市民組織交付金交付事務に関すること 無 無 3 3

3 市民センターの建設に関すること 無 有 1 1

4
市民センター庶務担当者会議の運営に関する
こと 無 有 1

無 有 1 1

2
藤沢市地域まちづくり事業補助金交付要綱の
改正等に関すること 無 有 1 1

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

部及び課内の事務に要する費用であり，指標の設定ができない。

-

実
績

-
単位

-
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

評
価

部内の総合調整・課の事務に要する経費として目的を達成した。

今
後
の
方
針

　現状維持
部内の総合調整・課の事務に要する経費として必要である。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

1
郷土づくり推進会議設置要綱の改正等に関す
ること

単位
-

単位

- - -

単位
-

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

- - -

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし。

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-

-
単位 単位

-
単位

- - -
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８．部長確認欄

27 市民活動支援施設の指定管理者に関すること 無 有 1 1

26

地方税法第314条の７第１項第４号に掲げる寄
附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定
める条例において指定する特定非営利活動法
人に関すること

無 有 1 1

25
特定非営利活動法人の事業報告書等の届出
に関すること 無 無 3 1

21 特定非営利活動法人の設立認証に関すること 無 無 3 1

24
特定非営利活動法人の役員変更届出に関する
こと 無 無 3 1

23
特定非営利活動法人の定款変更届出に関する
こと 無 無 3 1

無 無 3

無 無 1 1

無 無 1 1

無 有 1 1

有 有

15 市民活動災害保障保険に関すること

16 市民活動推進委員会の運営に関すること

18 美化ネットふじさわ推進事業に関すること

17 公益的市民活動助成事業に関すること

20 市民活動支援施設の運営管理に関すること 1 1

19
まちづくりパートナーシップ事業提案制度に関
すること 無 無 1

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

1

22
特定非営利活動法人の定款変更認証に関する
こと 無 無 3 1
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目01 款

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 市民センター管理費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 13

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度 未定

事業概要

地域まちづくりの拠点としての市民センター機能を果たすため，施設の維持管理を行い，行政サービスの提供を図る。

対象 １．個人 市民 429,317 人

根拠法令等

事業実施内容

公園緑地維持管理用消耗品，施設賠償保険，機械警備業務委託，夜間施設管理等業務委託，有料コピー機賃
貸借，地区福祉窓口用複合機賃貸借

年度 事業の性質 任意自治事務

細目 002 説明 01 課等の長 宮原　伸一 電話 2511

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

公園緑地維持管理用消耗品，燃料費

役務費 124　千円 施設賠償責任保険

■

■ 委　託　先 セコム（株），（公財）藤沢市まちづくり協会

委託等内容 機械警備業務，夜間施設管理等業務

□

再任用短時・任期付短時職員 0.00

□

21,076 委託料 17,666　千円 機械警備業務委託，夜間施設管理等業務委託

千円 使用料及び賃借料 2,671　千円 有料コピー機賃貸借，地区福祉窓口用複合機賃貸借

615　千円

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 1.32
一般財源 21,076　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料 正規職員等 1.32

21,076 国庫支出金

平成30年度

支
出

31,873 29,449 33,674 35,119

28,980 29,476 33,888 33,795

事業費（支出済額－②報酬合計） 20,865 21,277 25,672 21,076

償還金利子 0 0 0 0

人件費合計（①＋②＋③） 8,115 8,199 8,216 12,719

0.85 0.00 1.32 0.00職員数 （常勤｜非常勤） 0.85 0.00 0.85 0.00

①職員給与合計（常勤） 7,684

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤）

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

431 463

7,736

0 0 0 0

2,893

2,893 -27 -214 1,324

7,836 12,100

-27 -214 1,324

0 0 0 0

380 619

0 0 0 0

0 0 0 0

市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 75.78 420,619 69.27 425,105 427,501 81.80 429,31778.77
6



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

-
単位

-

-
単位 単位

-
単位

- - -

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

- - -

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし。

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

単位
-

単位

- - -

単位
-

-

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

施設の維持管理のために必要な経費であり，指標の設定ができない。

-

実
績

-
単位

-
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

評
価

地域まちづくりの拠点としての市民センター機能を果たすため，施設の維持管理を行い，行政サービスの提供を図る
ことができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
地域まちづくりの拠点としての市民センター機能を果たすため，引き続き施設の維持管理を行い，行政サービスの提
供を図る。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

4
市民センター庶務担当者会議の運営に関する
こと

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

無 有 1
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 市民活動保険事業費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

市民活動団体等が行う市民活動中の事故について，市民活動保険をもって保障する。

対象 １．個人 市民

電話 2512

事業開始年度 平成 元 年度 終了（予定）年度 未定

細目 001 説明 01 課等の長 宮原　伸一款

429,317 人

根拠法令等 その他（要綱等） 藤沢市市民活動災害保障制度取扱要綱

事業実施内容

１．傷害補償保険　　　通院保険金：１日２，０００円　入院保険金：１日３，５００円
　　（１０３件）　　　後遺傷害保険金：１名１５万～５００万円　死亡保険金：１名５００万円
２．損害賠償責任保険　身体賠償：１名１億円／１事故５億円　財物保障：１事故５００万円
　　（３件）　　　　　保管物賠償 １事故５００万円

年度 事業の性質 任意自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

役務費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

8,703
千円

8,703　千円 藤沢市市民活動災害保障保険料

正規職員等 0.55
8,703 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.55
一般財源 8,703　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

13,022 12,099 12,319 14,256

11,661 11,943 12,432

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 3,819 4,340 4,350 5,300

14,003

事業費（支出済額－②報酬合計） 7,842 7,603 8,082 8,703

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.40 0.00 0.45 0.00

①職員給与合計（常勤） 3,616

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.45 0.00 0.55 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

203 245 201 258

1,361 156 -113 253

4,149 5,042

0 0 0

4,095

0 0 0 0

0 0 0 0

1,361 156 -113 253

0

427,501 33.21 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 30.96 420,619 28.46 425,105 28.82 8



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

スポーツ団体からの事故報告件数が，他の団体の市民活動の事故報告件数に比べて多い現状に加え，
事故報告の総数も増加の傾向が見受けられる。

無 無 3

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

現行の保険の仕様について，対象範囲の変更等の検討を進める必要がある。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業については，市民活動中の事故の保障が事業の目的となっているため，事
故報告件数などの結果は示すことができるが，効果を示すことはできない。

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

評
価

市民団体等が行う市民活動中の事故について，平成３０年度は１０６件の報告があり，当該保険をもって保障するこ
とにより，市民活動の健全な発展を支援することができた。一方でスポーツ団体からの事故報告件数は，他の市民活
動に比べ多くなっている。

今
後
の
方
針

　一部見直し
スポーツ団体からの報告件数が多いという実態から，保険の仕様について変更の検討を進め，また，他施策との重複
の有無等保障範囲の適正化に努めながら，引き続き当該事業を行うことにより市民活動中の事故を保障し，市民活動
の支援をする。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

15 市民活動災害保障保険に関すること
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 117.50 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 119.37 420,619 113.89 425,105 125.20

0 0 0 0

0 0 0 0

2,553 -25 1,372 -436

0

2,553 -25 1,372 -436

11,524 10,542

0 0 0

6,826

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

1.25 0.00 1.15 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

380 408 560 540

0

人件費合計（①＋②＋③） 7,160 7,234 12,084 11,082

50,880

事業費（支出済額－②報酬合計） 40,496 41,205 40,065 39,798

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.75 0.00 0.75 0.00

①職員給与合計（常勤） 6,780

4　千円 合計
1.15

一般財源 39,794　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

50,209 48,414 53,521 50,444

47,656 48,439 52,149

0

正規職員等 1.15
39,798 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00

その他
（その他証明閲覧
手数料）

39,798 負担金補助及び交付金 39,742　千円 市民組織交付金

千円

30　千円 自治会長のつどい講演謝礼

需用費 26　千円 自治会長のつどい記念品等

■ 交付金：自治会・町内会

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報償費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

476 団体

根拠法令等 その他（要綱等） 藤沢市市民組織奨励規則

事業実施内容

【市民組織交付金】全自治会・町内会の世帯数に応じて事業費交付金の交付を行った。
（均等割：世帯数に応じて５段階＋世帯割：１世帯につき２６０円）
【自治会長のつどい】２０１８年１１月１０日（土）　於：市役所本庁舎

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

自治会・町内会の自主的な活動に対して支援を行う。

対象 ３．団体 自治会・町内会

電話 2511

事業開始年度 昭和 45 年度 終了（予定）年度 未定

細目 001 説明 02 課等の長 宮原　伸一款 02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 地域コミュニティ活性化推進事業費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

3 2
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

評
価

地域コミュニティを構成する多様な個人や団体，世代をターゲットとしたアプローチを試みつつ，住民との課題共有
を図った。その中で，これまでなかった個別の自治会・町内会に対する活動支援を行い，他団体でも応用可能な運営
手法を一般化することで効果を拡散させることができた。

今
後
の
方
針

　制度の見直し
あらゆる主体と協働しながら誰も排除しない地域づくりを目標とした住民自治の支援を図る。また，市民センター等
地域職場と本庁各課の連携を強化するための体制づくりに取り組み，暮らしのニーズを捉えた既存サービス等の見直
しを図る。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

6 市民組織交付金交付事務に関すること 無 有 3 3

7 自治会長のつどいの実施に関すること 無 無

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

課内で13地区ごとの担当者を配置し，日ごろから各地区の地域担当職員及び市民とのコミュニケー
ションを図り，交付金等支援制度や事業のあり方を検討する。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業については，自治会・町内会の支援が事業の目的となっているため，自治
会加入世帯数などの結果は示すことができるが，効果を示すことはできない。

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

市が行う事業に関して，行政担当者が認識している市民のニーズと実際のそれにはギャップがあり，
事業の趣旨が意図していたようには伝わらず，効果が十分に得られないことがある。

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 コミュニティ助成事業補助金 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

一般財団法人自治総合センターが実施するコミュニティ活動に対する支援事業を活用して，自治会・町内会が自主的に
行う活動を支援する。

対象 ３．団体 自治会・町内会

電話 2512

事業開始年度 平成 18 年度 終了（予定）年度 未定

細目 001 説明 04 課等の長 宮原　伸一款

補 助 金

476 団体

根拠法令等 その他（要綱等） 藤沢市コミュティ助成事業補助金交付要綱

事業実施内容

自治会・町内会が行うコミュティ活動に必要な設備等の整備に対して経費の補助を行った。
【平成30年度実績】
1　実施団体　睦自治会
2  事業内容　自治会活動を行う上で必要なコミュニティ活動備品の整備

年度 事業の性質 任意自治事務

自治会・町内会

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

負担金補助金及び交付金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

□

□

■

2,500
千円

2,500　千円 コミュニティ助成事業補助金（自治会・町内会）

正規職員等 0.45
2,500 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 2,500　千円 合計 0.45
一般財源 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

7,480 9,496 6,737 6,788

6,119 9,340 6,850

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 3,819 4,340 4,350 4,336

6,836

事業費（支出済額－②報酬合計） 2,300 5,000 2,500 2,500

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.40 0.00 0.45 0.00

①職員給与合計（常勤） 3,616

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.45 0.00 0.45 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

203 245 201 211

1,361 156 -113 -48

4,149 4,125

0 0 0

4,095

0 0 0 0

1,361 156 -113 -48

0

0 0 0 0

427,501 15.81 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 17.78 420,619 22.34 425,105 15.76 12



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

当課では複数あるメニューのうち一つを活用しているが,その他のメニューについても市実施事業に
おける活用を含め検討する必要がある。（危機管理課で別のメニューの活用実績あり）

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

自治会・町内会から事業実施の相談があった際には,活用の可能性について検討する。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業については，自治会活動で行う上で，必要なコミュニティ活動備品の整備が
目的となっているため，効果を示すことはできない。

実
績

-
単位

評
価

一般財団法人自治総合センターが実施するコミュティ活動に対する支援事業を利用し，平成30年度については１団体
に対し補助を行ったことで，自治会・町内会が自主的に行うコミュティ活動の推進を図り，地域の連帯感に基づく自
治意識を盛り上げることができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
補助金団体数に関しては一般社団法人自治総合センターからの採択数で決まるため，対象の拡充は難しいが，引き続
きコミュティ助成事業を実施することを通じて自治会・町内会のコミュティ活動の推進を図る。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

8 コミュティ助成事業の実施に関すること 無 無 1
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

13



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 60.53 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 88.12 420,619 83.22 425,105 86.69

0 0 0 0

0 0 0 0

2,383 145 -188 -81

0

2,383 145 -188 -81

6,914 6,875

0 0 0

6,826

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.75 0.00 0.75 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

355 408 336 352

0

人件費合計（①＋②＋③） 6,683 7,234 7,250 7,227

26,067

事業費（支出済額－②報酬合計） 28,000 28,000 30,000 18,840

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.70 0.00 0.75 0.00

①職員給与合計（常勤） 6,328

合計 0.75
一般財源 18,840　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

37,066 35,379 37,062 25,986

34,683 35,234 37,250

0

正規職員等 0.75
18,840 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　）

18,840
千円

18,840　千円 藤沢市民まつり開催費負担金

藤沢市民まつり実行委員会

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

負担金補助及び交付金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

□

□

■ 負 担 金

429,317 人

根拠法令等

事業実施内容

藤沢市民会館周辺，秋葉台フェスタ及び湘南台ファンタジア等の開催に係る事業費の一部を負担した。

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

藤沢市民まつり実行委員会が実施する藤沢市民まつりの事業費の一部を負担する。

対象 １．個人 市民

電話 2512

事業開始年度 昭和 49 年度 終了（予定）年度 未定

細目 002 説明 01 課等の長 宮原　伸一款 02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 市民まつり開催費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

14



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

評
価

全体としては台風の接近に伴い大部分が中止となってしまったが，被災地の復興支援や，オリンピック・パラリン
ピックの機運醸成に関するプログラムを積極的に取り入れることができた。

今
後
の
方
針

　実施手法の見直し
来場者数の推移等を踏まえ，全体的なプログラムの見直しや新たな資金調達の手法等を含めた持続可能な市民まつり
のあり方について検討する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

14 市民まつりの支援 無 無 3 3

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

・関係各課のより積極的な参画を促し，市民まつりの趣旨を踏まえつつ市民参加型プログラムの実施
について協力する
・所管課と密に連携を取りながら施設利用の新たな可能性を検討する

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

市民の文化活動の発表の場であると共に，藤沢市の魅力を内外へ向けて発信する
機会となっている。

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

・市民まつりの盛り上げと併せてオリンピック・パラリンピックの機運醸成や健康増進など，市民参
加で取り組むべきものに関するプログラムの計画的な実行
・サンパール広場の改修工事に伴い会場として利用する市民会館周辺の有効活用

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

15



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 地域市民の家維持管理費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

市内41箇所の市民の家の運営及び維持管理を行う。

対象 １．個人 市民

電話 2512

事業開始年度 昭和 51 年度 終了（予定）年度 未定

細目 003 説明 01 課等の長 宮原　伸一款

負 担 金

429,317 人

根拠法令等 条例（市） 藤沢市地域市民の家条例

事業実施内容

光熱水費の執行，施設修繕の実施，運営管理業務委託等，施設維持管理業務を行った。

年度 事業の性質 任意自治事務

負担金補助及び交付金 937　千円 光熱水費負担金

（公財）藤沢市みらい創造財団

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

■ 委　託　先 各市民の家運営委員会

委託等内容 管理運営業務

■

63,824 委託料 24,488　千円 防火防災警備・清掃・運営管理・樹木等管理業務委託等

千円 使用料及び賃借料 14,997　千円 土地・建物賃借料

21,407　千円 維持管理用光熱水費・施設修繕費等

役務費 1,995　千円 消防用設備点検等

正規職員等 1.55
63,824 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00

その他
（地域市民の家使
用料）

9,222　千円 合計
1.55

一般財源 54,602　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

96,400 92,770 97,399 100,881

67,733 66,689 73,191

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 8,592 10,128 15,950 14,936

78,760

事業費（支出済額－②報酬合計） 59,141 56,561 57,241 63,824

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.90 0.00 1.05 0.00

①職員給与合計（常勤） 8,136

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

1.65 0.00 1.55 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

456 572 739 727

28,667 26,081 24,208 22,121

15,211 14,209

0 0 0

9,556

0 0 0 0

25,604 25,604 22,600 22,600

3,063 477 1,608 -479

0

427,501 234.98 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 229.19 420,619 218.23 425,105 227.83 16



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

①平成30年度からの新たな管理運営手法（各市民の家運営委員会との業務委託）の検証。
②「地域コミュニティ拠点施設のあり方方針」を念頭に置いた老朽化の進む各施設の展望。

有 有 3 1

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

①管理運営手法の変わった平成30年度以降において，改善すべき点があれば善処していく。
②施設の廃止や複合化を見据えた長期的な視野を持って，各施設における方向性を定め，運営委員会
や近隣住民と意識の共有を図る。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業については，施設の維持管理が事業の目的となっているため，効果を示す
ことはできない。

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

評
価

指定管理期間を終了し，平成30年度からは，新たな管理運営手法となったが，特に大きな問題はなかった。
また，運営委員会の担い手の問題については，利用者や近隣住民，地域団体等と積極的に意見交換を図り，担い手の
確保に努めた。

今
後
の
方
針

　一部見直し
今後の地域市民の家の管理運営については，指定管理者による管理運営によって得られた市民運営の長所を活かしな
がら，公設市民運営を基本とし，市民の家を地域コミュニティの中核的な役割を担う施設にすることを目指す。ま
た，管理運営手法について，委託の在り方，市民センター・公民館との連携体制について検討を行う。
市民の家の有効活用策については，意見を募集し，集約された意見を活かした活用策については，具体化を検討して
いく。
再整備については，財政状況や施設の老朽化・安全性等を踏まえながら，施設の再整備等についても検討していく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

13 地域市民の家維持管理に関すること
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 市民活動推進委員会運営費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

公益的な市民活動を推進するための総合的支援策等を検討するための市民活動推進委員会の運営に係る事務
を行う。

対象 ４．その他 藤沢市市民活動推進委員

電話 2513

事業開始年度 平成 14 年度 終了（予定）年度 未定

細目 008 説明 01 課等の長 宮原　伸一款

13 人

根拠法令等 条例（市） 藤沢市市民活動推進条例

事業実施内容

８回の委員会を開催し，市民活動推進計画，市民活動支援施設，公益的市民活動助成事業及びまちづくり
パートナーシップ事業について審議を行った。

年度 事業の性質 任意自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

1,645 需用費 19　千円 消耗品費

千円 役務費 492　千円 筆耕翻訳料

1,118　千円 非常勤職員（委員）報酬

旅費 16　千円 会議出席旅費

正規職員等 0.55
1,645 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.55
一般財源 1,645　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

11,645 7,463 6,210 7,198

9,262 7,655 6,997

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 6,683 6,270 4,350 5,300

6,945

事業費（支出済額－②報酬合計） 2,579 1,385 2,647 1,645

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.70 0.00 0.65 0.00

①職員給与合計（常勤） 6,328

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.45 0.00 0.55 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

355 354 201 258

2,383 -192 -787 253

4,149 5,042

0 0 0

5,916

0 0 0 0

0 0 0 0

2,383 -192 -787 253

0

427,501 16.77 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 27.69 420,619 17.56 425,105 14.53
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

新たに７ヶ年計画として策定した市民活動推進計画（２０１９年度～２０２５年度）の事業取組につ
いての検討，公益的市民活動助成事業及びまちづくりパートナーシップ事業の事業見直しの検討など
各議題に多くの審議時間を要するため，限られた時間の中で効果的な審議を行うことが課題である。

無 無 1 1

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

審議事項について，事務局で議題内容を精査し，審議時間を有効活用する。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業は委員会の運営であり，市民活動の推進に関する施策の審議等について
は，数値で効果を表すことができない。

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

評
価

新たな市民活動推進計画の改定について，事前に市民及びＮＰＯ団体より意識調査を実施したうえで，本委員会を通
じて意見聴取を行った。その結果，新市民活動推進計画については，時代や地域の変容や課題を捉え未来に向けた基
本指針や施策を決定することができた。

今
後
の
方
針

　一部見直し
公益的市民活動助成事業及びまちづくりパートナーシップ事業提案制度の見直しを図り，今後の適正な委員会開催回
数及び委員構成等を検討する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

16 市民活動推進委員会の運営に関すること
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 美化ネットふじさわ推進事業費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

一定区画の公共の場所を養子にみたて，市民が里親となって養子（公共の場所）の世話（清掃等の環境美化活動）を
し，行政がこれを支援するアダプトプログラムの考えに基づき，市民が自主的かつ主体的に行う公共用物（道路，公園
等）への，市との合意に基づいた環境美化活動を積極的に支援する。

対象 ３．団体 美化ネットふじさわ登録団体（任意の市民活動団体，自治会，ＮＰＯ等）

電話 2513

事業開始年度 平成 15 年度 終了（予定）年度 未定

細目 008 説明 03 課等の長 宮原　伸一款

64 団体

根拠法令等 その他（要綱等） 美化ネットふじさわ事業実施要綱

事業実施内容

市民が自主的かつ主体的に行う公共用物（道路，公園など）への清掃や除草，植栽等の環境美化活動につい
て，団体に対し，清掃用具などの支給や貸与及びアダプトサインボード，パトロールベストの配布を行っ
た。
平成30年度の団体数は，新規登録2団体，辞退4団体があり，64団体となった。

年度 事業の性質 任意自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

765
千円

765　千円 清掃用具等の消耗品

正規職員等 0.45
765 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.45
一般財源 765　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

9,975 6,959 4,451 5,053

7,592 7,151 5,238

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 6,683 6,270 4,350 4,336

5,101

事業費（支出済額－②報酬合計） 909 881 888 765

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.70 0.00 0.65 0.00

①職員給与合計（常勤） 6,328

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.45 0.00 0.45 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

355 354 201 211

2,383 -192 -787 -48

4,149 4,125

0 0 0

5,916

0 0 0 0

0 0 0 0

2,383 -192 -787 -48

0

427,501 11.77 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 23.72 420,619 16.37 425,105 10.41
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

・登録団体の高齢化。
・団体の希望する貸与物品品目の多種多様化。

無 無 1 1

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

団体の自主的な清掃活動を効率的に支援するため，団体の活動実態を踏まえながら，物品の支給・貸
与方法について見直しを検討する。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業は，市民の生活環境の保全及び公共用物に対する意識の高揚が目的であ
るため，登録団体数等の結果は示すことができるが，効果を示すことはできない。

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

評
価

平成３０年度においては，計６４団体を支援の対象とし，行政が行ってきた公共用物の清掃等の管理を市民自らが行
うボランティア活動に委ねることにより，快適な生活環境の保全と公共用物に対する市民意識の高揚を図ることがで
きた。また，平成３０年度から，団体の活動回数や参加人数等から団体ごとに支給・貸与の上限額を設定し，活動規
模に応じた支給・貸与を行った。

今
後
の
方
針

　現状維持
身近な場所の清掃は，市民活動の入口として馴染みやすい活動であり，美化ネットふじさわ事業を引き続き実施し，
市民の生活環境の保全並びに公共用物に対する意識の高揚及び市民活動の推進を図る。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

18 美化ネットふじさわ推進事業に関すること
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 特定非営利活動法人事務関係費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

住民参画のまちづくりを推進するため，その担い手となる市民活動団体の活動に対する支援の強化ととも
に，市内の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）との協働を推進し，公共サービスの拡充を図ることを目的と
して，市内のみに事務所を有するＮＰＯ法人に係る設立認証事務等を実施する。

対象 ３．団体 市内にのみ事務所を有する特定非営利活動法人及び市民活動団体

電話 2513

事業開始年度 平成 25 年度 終了（予定）年度 未定

細目 008 説明 05 課等の長 宮原　伸一款

196 法人

根拠法令等 法律等 特定非営利活動促進法

事業実施内容

市内のみに事務所を有する特定非営利活動法人数は，１９６法人となった。（平成３１年３月３１日時点）
平成３０年度の認証事務等の件数は，設立の認証１０件，役員の変更等届８８件，定款の変更の認証２５件
（うち他所管庁からの転入１件），定款の変更の届出１２０件，解散の届出８件，解散の認定４件であっ
た。

年度 事業の性質 法定受託事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

515 使用料及び賃借料 486　千円 住基ネット検索用端末賃借料

千円

26　千円 担当者連絡会議旅費

需用費 3　千円 認証申請受付用事務用品

正規職員等 0.85
515 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.85
一般財源 515　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

9,584 7,898 7,578 8,926

7,201 7,753 7,766

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 6,683 7,234 7,250 8,191

8,706

事業費（支出済額－②報酬合計） 518 519 516 515

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.00 0.00 0.00 0.00

①職員給与合計（常勤） 6,328

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.75 0.00 0.85 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

355 408 336 399

2,383 145 -188 220

6,914 7,792

0 0 0

6,826

0 0 0 0

2,383 145 -188 220

0

0 0 0 0

427,501 20.79 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 22.79 420,619 18.58 425,105 17.73
22



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

事業報告書の未提出法人があるため対応が必要となるが，法人の実態の把握が難しい状況にある。

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

未提出法人に対する電話，手紙等による督促を行い書類の提出を求めるとともに，法人の状況につい
てヒアリングを行い，必要に応じて解散手続き等を案内する。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業は，特定非営利活動法人の申請等の受付業務であり，数値で効果を示すこ
とはできない。

実
績

-
単位

評
価

市内にのみ事務所を有する特定非営利活動法人に係る設立認証等を実施することにより，市内ＮＰＯ法人における活
動の状況の把握ができ，市内法人に対する利便性が高められるとともに，市民活動の支援強化が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
住民参加によるまちづくりの推進のため，引き続き特定非営利活動法人の設立認証事務等を実施し，市内のＮＰＯ法
人との協働の推進を図る。
ＮＰＯ法人に対し市民が寄附により直接支援していく仕組みであるＮＰＯ法人条例指定制度については，申出件数の
低迷が続いており，考察と対策が必要である。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

21 特定非営利活動法人の設立認証に関すること 無 無 3 1

23
特定非営利活動法人の定款変更届出に関する
こと 無 無 3 1

22
特定非営利活動法人の定款変更認証に関する
こと 無 無 3 1

25
特定非営利活動法人の事業報告書等の届出
に関すること 無 無 3 1

24
特定非営利活動法人の役員変更届出に関する
こと 無 無 3 1

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

26

地方税法第314条の７第１項第４号に掲げる寄
附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定
める条例において指定する特定非営利活動法
人に関すること

無 有 1 1

23



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 地域コミュニティ拠点施設整備支援事業費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

自治会・町内会が行う集会所（自治会館・町内会館）の新築，増改築，修繕及び用地の取得等に要する経費の一部を補
助する。

対象 ３．団体 自治会・町内会

電話 2512

事業開始年度 昭和 35 年度 終了（予定）年度 未定

細目 009 説明 01 課等の長 宮原　伸一款

補 助 金

476 団体

根拠法令等 その他（要綱等） 藤沢市地域コミュニティ拠点施設整備支援事業補助金交付要綱，藤沢市補助金交付規則

事業実施内容

集会所（自治会館・町内会館）の改築，修繕に要する経費の一部を補助した。

年度 事業の性質 任意自治事務

自治会・町内会

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

負担金補助及び交付金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

□

□

■

8,142
千円

8,142　千円
藤沢市地域コミュニティ拠点施設整備支援事業補助金
（５自治会）

正規職員等 0.45
8,142 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.45
一般財源 8,142　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

24,041 33,658 18,004 12,430

22,680 33,502 18,117

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 3,819 4,340 4,350 4,336

12,478

事業費（支出済額－②報酬合計） 18,861 29,162 13,767 8,142

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.40 0.00 0.45 0.00

①職員給与合計（常勤） 3,616

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.45 0.00 0.45 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

203 245 201 211

1,361 156 -113 -48

4,149 4,125

0 0 0

4,095

0 0 0 0

0 0 0 0

1,361 156 -113 -48

0

427,501 28.95 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 57.16 420,619 79.18 425,105 42.11 24



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

限られた予算で出来る限り多くの申請に対応すべく，バリアフリー化や冷暖房等附帯設備といった修
繕等は補助の対象とならず，地域コミュニティの支援を行う主旨としては地域ニーズにマッチしてい
ない部分がある。

無 有 1

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

建物の修繕や新築等だけでなく，利便性・安全性の向上に資する内容を補助対象とすることを含め制
度運用の見直しを検討する。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業については，改築・修繕が必要となる地域コミュニティ拠点施設への補助金
交付が目的となっているため，実施件数などの結果は示すことができるが，効果を
示すことはできない。

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

評
価

地区集会所は，地域コミュニティの場として重要な施設であり，市内の自治会・町内会の約半数が所有している。
地域住民が安全・安心に利用できるよう，自治会等が限られた予算で行う建て替え・修繕といった維持管理に補助を
行うことは，地域コミュニティ支援策として必要不可欠であると考える。

今
後
の
方
針

　制度の見直し
現行制度では，限られた予算で出来る限り多くの申請に対応すべく，バリアフリー化や冷暖房等附帯設備といった修
繕等は補助の対象とならず，地域コミュニティの支援を行う主旨としては地域ニーズにマッチしていない部分があ
る。
さらに深刻化する超高齢化を迎えるにあたり，地区集会所におけるバリアフリー化等の設備の整備・充実化は，地域
住民の利用をより安全・安心なものにするためには不可欠である。
今後は，単に建物の修繕や新築等だけでなく，利便性・安全性の向上に資する内容を補助対象とすることを含めた制
度運用の見直しを検討する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

12
地域コミュニティ拠点施設整備費補助事務に関
すること

25



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 18

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 市民憲章推進費 担
当
課

部課名 市民自治部市民自治推進課

予算科目コード 会計 01

事業概要

昭和３９年に制定され，平成２６年に５０周年を迎えた，市民生活の規範となる市民憲章の趣旨を市民とともに再認識し，
更なる普及啓発を目指した事業を実施する。

対象 １．個人 市民

電話 2512

事業開始年度 26 年度 終了（予定）年度 未定

細目 010 説明 01 課等の長 宮原　伸一款

429,317 人

根拠法令等

事業実施内容

横断幕・のぼり旗・懸垂幕及び啓発グッズの作製

年度 事業の性質 任意自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

460
千円

460　千円 横断幕・のぼり旗・懸垂幕の作製，啓発物品

正規職員等 0.55
460 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.55
一般財源 460　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

7,295 5,354 5,789 5,701

7,257 5,883 5,927

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 6,683 5,305 5,316 5,300

5,760

事業費（支出済額－②報酬合計） 574 578 611 460

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.70 0.00 0.55 0.00

①職員給与合計（常勤） 6,328

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.55 0.00 0.55 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

355 299 246 258

38 -529 -138 -59

5,070 5,042

0 0 0

5,006

0 0 0 0

38 -529 -138 -59

0

0 0 0 0

427,501 13.28 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 17.34 420,619 12.59 425,105 13.54
26



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

市民憲章をどのように市民に周知するのが効果的なのか単独イベントのあり方の検討や，市民憲章啓
発冊子の内容の見直しが必要である。

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

単独イベントにこだわらず，市内の各種イベント等に啓発活動を行うことで，効果的な周知が可能と
なる。市民憲章啓発冊子について，内容の検討や他の物品への変更等，より効果的な市民憲章の普及
拡大を目指す。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

本事業については，市民憲章の啓発が事業の目的となっているため，効果を示す
ことはできない。

実
績

-
単位

評
価

効果的な周知活動を行うために横断幕・のぼり旗・懸垂幕の作製を行った。また，自治会長のつどいで，市民憲章の
映像を流し市民憲章への意識を高めることができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
藤沢市市民憲章は，1964年の東京オリンピック開催により市民意識が高まったことを契機に制定され，藤沢市を住み
よい幸せなまちにするため市民がお互いに守るべき生活の道しるべとして，現在まで形を変えずに存続している。
市民憲章は，市民一人ひとりが守るべき規範として，引き続き，市民憲章が市民にとってより身近なものとして根付
かせるよう，より一層の普及拡大に努める。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

5 市民憲章の推進に関すること 無 無 3 3
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 市民自治部 氏名 藤本　広巳 確認日 2019/8/6

27


